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ドキュメント 

要約してください。 

ChatGPT: 

ChatGPT 

以下は「新時代の先頭に〜 平将明＆松尾豊 日本の AI 戦略を語り尽くす」の要約で

す。 

 

1. 政策形成のスピードと政府の取り組み 

• AI ホワイトペーパーの作成：2022 年末に日本政府は AI 政策の加速を決定

し、迅速に AI プロジェクトチームを設立し、2023 年 4 月には AI ホワイトペー

パーを公開。 

• 岸田総理の関与：政策の推進において岸田総理の理解と支援が重要な役割

を果たし、サム・アルトマン（OpenAI CEO）の訪日も調整された。 

2. 日本の AI 戦略の進展と課題 

• 日本は AI 技術で遅れを取っていたが、迅速かつ柔軟な対応で遅れを挽回

中。今後、政府は社会課題解決に AI を活用し、教育・介護などへの AI 導入

を推進する計画。 

• GPU 不足と若手研究者の支援：技術的課題に対する対応として、GPU 供給

や研究者への支援が課題に挙げられた。 

3. 社会実装の重要性とユースケース 
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• 教育分野：GIGA スクール構想で一人一台端末が整備され、AI 家庭教師の導

入が検討されている。 

• 介護分野：高齢者とのコミュニケーションや認知症予防に AI を活用する計画。 

• 行政の AI 活用：デジタルガバメントの推進において、AI を活用して行政サー

ビスの効率化を図る。 

4. データ戦略と法制度の課題 

• 日本の企業がデータの価値を実感することが重要とされ、小さな成功例の積

み重ねが推奨された。 

• 法規制の柔軟性：日本のポジティブリスト方式の法制度が革新を妨げる懸念

が指摘され、アジャイルなガイドライン運用が求められている。 

5. 人材育成とグローバル展開 

• 松尾豊教授の取り組みで、AI 教育の拡充が進められ、国内外での人材育成

を目指す。今後、日本の AI 教育のモデルを東南アジアなどにも展開する計

画。 

• 政治のリーダーシップ：AI 政策の成功には、継続的なリーダーシップと社会全

体の変化への適応が鍵となると強調。 

 

このインタビューでは、政府の AI 政策における進展と未来展望、具体的な社会実装

の可能性が詳細に議論されています。政策の迅速な実行、デジタル技術の活用、人

材育成、そして柔軟な法制度の整備が、今後の AI 分野での日本の競争力向上に不

可欠であるとされています。 

4o 

あなた: 

政策形成のスピードと政府の取り組み、を詳しく 

ChatGPT: 

ChatGPT 

政策形成のスピードと政府の取り組み（詳細版） 
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1. AI 政策の迅速な始動とホワイトペーパーの作成 

• 2022 年末に、日本では 大規模言語モデル（LLM） や ChatGPT の登場が注

目され、AI の可能性に対応するため、与党・自民党内で政策チームの立ち上

げが提案されました。 

• 平将明氏が 2023 年 1 月 に AI プロジェクトチーム（AIPT）を設立し、わずか 3

ヶ月後の 4 月 には AI ホワイトペーパーを発表。 

o 通常、政策形成には時間がかかる日本において、このスピード感は異

例と評価されました。 

2. 官邸と与党の連携 

• 岸田総理 はこのプロジェクトに積極的に関与し、AI 政策への全面的な支持を

表明しました。 

• OpenAI の CEO サム・アルトマン との会談が 2023 年 4 月 に東京で実現。

これも AIPT による迅速な調整の結果であり、日本の AI 政策における国際的

な存在感を示しました。 

3. 既存の障害の撤廃 

• 日本では多くの政策分野で、特定の政治家や団体の利害が絡むことが議論

の遅れにつながります。しかし、AI 政策では幸運にも、こうした縛りが少ない

状態で議論を進められたことが成功の要因となりました。 

o AI に関する既存の政府組織（AI 本部）が一時的に廃止されていたこと

も幸運とされ、政策形成がスムーズに進んだ要因の一つです。 

4. 政務と政策担当者のスムーズな連携 

• 木原誠二 官房副長官 や 自民党の政策調査会長 萩生田光一氏 など、政

府と与党のキーパーソンたちがこのプロジェクトに理解を示し、積極的にサポ

ートしました。 

o 平氏はこれを「パチンコの 7 が揃ったような奇跡」と表現し、担当者・政

府・与党の連携がうまく機能したことを強調しました。 

5. G7 広島サミットでの AI 関連プロジェクト 

• G7 広島サミットのプロセスにも AI 戦略が組み込まれ、AI 安全性に関する議

論が展開されました。また、AI 政策の一環として AI Safety Institute の設立
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が進められ、今後の国際的な AI 安全基準の策定にも日本が関与する姿勢を

示しました。 

6. 政策形成を加速するアプローチ 

• 日本の AI 政策では、欧州のように「ハードロー（強い規制）」で縛るのではな

く、既存の法律で対応可能な部分はそのまま活かし、どうしても必要なところ

だけに規制を設けるという方針を採用しています。 

o これにより、日本は AI に対してフレンドリーな政策を進め、企業からの

評価も高いとされています。 

 

要点のまとめ： 

• 日本政府は、従来の遅延型の政策形成を脱却し、素早く AI ホワイトペーパー

を策定 するなど、積極的な取り組みを見せました。 

• 岸田政権のリーダーシップ と官邸・政務間の連携が、政策のスピードを加速

させ、サム・アルトマンの訪日などの重要イベントも成功に導きました。 

• 今後も迅速な政策形成と実装を続けるため、AI に関する政策は「アジャイル

（機敏）」に進め、必要な規制は柔軟に対応する姿勢が取られています。 

このように、スピード感と柔軟性を両立させた政策形成が、日本の AI 戦略の特徴とな

っています。 

4o 

あなた: 

2. 日本の AI 戦略の進展と課題、を詳しく 

ChatGPT: 

ChatGPT 

日本の AI 戦略の進展と課題（詳細版） 

1. AI 戦略の背景と迅速な進展 
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• 2022 年末、ChatGPT や大規模言語モデル（LLM）の登場が、日本に AI 活用

の可能性と緊急性を認識させました。これを受けて、政府と自民党が迅速に

動き、2023 年 1 月に AI プロジェクトチーム（AIPT） が設立され、同年 4 月に

AI ホワイトペーパーが発表されました。 

o 日本は過去の IT・デジタル分野で遅れを取ったことから、このような迅

速な政策展開は非常に評価されています。 

2. GPU 不足と半導体供給の課題 

• AI 開発において、特に GPU 不足 や 半導体の供給 が課題として浮上。若

手研究者やベンチャー企業が十分な資源を利用できるよう、半導体確保や支

援策を講じることが急務とされています。 

3. バイアスとデータ整備の重要性 

• AI における バイアス（偏見） 問題に対応するため、特に日本の特有のデー

タセットの整備が重視されています。公平な AI を実現するため、日本の文脈

に適したデータ整備と透明性のある AI モデルの開発が求められています。 

4. 社会実装の推進：教育・介護への AI 導入 

• 教育分野： 

o GIGA スクール構想で整備された一人一台端末を活用し、AI を活用し

た「家庭教師型 AI」の導入を目指しています。 

o マルチモーダル AI を使い、生徒の潜在能力を引き出す教育支援が期

待されています。 

• 介護分野： 

o 高齢者の会話相手としての AI の利用や、認知症予防・改善を目的とし

た AI 活用が検討されています。AI の活用で、介護現場の労働力不足

を解決し、質の高いケアを提供することを目指します。 

5. 行政改革における AI の活用 

• 行政手続き の効率化のため、AI を活用して公務員不足を補い、サービスの

質を向上させることが計画されています。 

o 例：日中の対応は人間が行い、夜間の問い合わせは AI が担当するな

どのハイブリッド対応の導入。 

o デジタルガバメントを推進し、行政サービスのワンストップ化を図る。 
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6. データ戦略と日本の強み 

• データ戦略の課題： 

o 日本では企業や個人がデータの価値を十分に認識していないため、デ

ータの提供に消極的な傾向が見られます。これを解決するためには、

まず 小さな成功事例 を積み重ねることが重要です。 

• データ競争力の向上： 

o 日本の強みである 製造業 や ローカルデータ を活用し、他国との差

別化を図ります。ビジネスの成功事例を増やし、他社が追随する仕組

みを構築することが目標です。 

7. 法規制と柔軟なガバナンス 

• 日本の法制度は ポジティブリスト方式（法律に明記されたもの以外は禁止さ

れる）のため、新技術の導入に遅れを取ることが指摘されています。 

o AI 政策ではガイドラインを中心に運用し、必要最低限の規制のみを設

ける アジャイルな対応 が取られています。 

o こうした柔軟な運用は、欧米の厳しい規制モデル に比べ、企業からも

高く評価されています。 

8. 今後の課題：文化的・社会的変化への対応 

• 日本では、デジタル技術への心理的抵抗が見られます。たとえば、日本の AI

は「ドラえもん」や「鉄腕アトム」など、友好的なイメージが根付いている一方

で、欧米 では「ターミネーター」のような警戒感を伴うイメージが主流です。 

o 労働力不足や少子高齢化といった現状から、日本は AI 技術を急速に

導入し、危機をチャンスに変える 必要があります。 

 

要点のまとめ 

• スピード感ある政策形成 により、AI の進展を促す土壌が整備され、教育・介

護といった具体的分野への 社会実装 が進行しています。 

• 課題としては、GPU 不足、データ整備、法制度の柔軟化 があり、これらの解

決が急務です。 

• 日本の AI 戦略 は、規制を最小限に抑えた ガイドライン運用 により、企業や

研究者の活動を促進し、国際的な競争力の向上を目指しています。 
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4o 

あなた: 

3. 社会実装の重要性とユースケース、を詳しく 

ChatGPT: 

ChatGPT 

社会実装の重要性とユースケース（詳細版） 

1. 社会実装の重要性：AI 導入による社会課題の解決 

• 日本の AI 戦略では、AI 技術を単なる研究対象に留めず、社会課題解決のた

めに迅速に実装すること を重視しています。特に少子高齢化や労働力不足

などの日本特有の課題に対し、AI がどのように貢献できるかが鍵となります。 

• 社会実装の段階で遅れることなく取り組む必要 があるとされ、具体的な成果

を通じて、他の自治体や組織が成功事例を模倣する動きを促すことが重要で

す。 

 

教育分野における AI 導入のユースケース 

1. GIGA スクール構想との連携 

• 日本全国で展開される GIGA スクール構想 によって、すべての生徒に 1 台

ずつ端末が支給されている環境を活かし、AI の活用が進められています。 

• AI 家庭教師の導入： 

o 大規模言語モデル（LLM）を活用し、個別に生徒の弱点を補強し、学力

を向上させることを目指します。 

o マルチモーダル AI の活用により、生徒の潜在的な才能を最大限引き

出す教育サポートが可能となります。 

2. 学習支援とパーソナライズド教育 

• 各生徒の学習ペースや興味に応じた教育コンテンツを AI が提供することで、

画一的な教育からの脱却を目指します。 
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• 学校や自治体と連携し、都立高校で AI 家庭教師の試験運用 を行い、その

結果に基づき全国展開を視野に入れています。 

 

介護分野における AI 導入のユースケース 

1. 高齢者の認知症予防・ケアへの AI の活用 

• AI が高齢者と日常的に会話を行い、認知症予防や改善 を支援する取り組み

が進行中です。 

• 孤独感の解消 や 生活リズムのサポート にも AI を活用し、介護の現場での

負担軽減を目指しています。 

2. 労働力不足解消のための介護ロボットと AI 

• 少子高齢化による 人材不足の課題 に対して、AI による自動化と効率化が

求められています。 

• 民間企業（例：ソフトバンクやベネッセ）との連携により、AI ロボットや介護シス

テムの導入を促進。AI を活用することで、 個別対応の質を高めながらコスト

削減 も実現します。 

 

行政サービスにおける AI 導入のユースケース 

1. 行政手続きの効率化 

• デジタルガバメント（電子行政）の一環として、AI を使った行政手続きの自動

化を進めています。 

o 例：役所の問い合わせ対応を AI が担当し、日中は人間、夜間は AI が

対応するハイブリッドモデルを採用する計画。 

o 申請手続きも AI が自動でサポートすることで、住民の利便性向上と役

所の業務負担軽減を目指します。 

2. 自治体との連携による試験運用 

• 東京都や 23 区の自治体と連携し、標準化されたデジタルサービスの提供を

検討。 
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• AI による福祉サービス も拡充し、必要なタイミングで必要な支援を提供する

「ワンストップサービス」の実現を目指します。 

 

データ戦略との連携 

• AI の社会実装を進めるためには、日本固有のデータを整備することが重要で

す。 

o 例：教育や医療の現場で生成されるデータを適切に活用し、偏りのな

い AI モデルを構築。 

• 民間企業・アカデミア・政府の連携： 

o ソフトウェア企業と IT ベンチャー、研究機関が協力し、政府が初期段

階で支援することで、実装事例の積み重ねを目指しています。 

 

社会実装の展望と課題 

1. AI 導入の心理的障壁 

• 日本社会では、AI の導入に対して比較的肯定的な態度が見られますが、一

部にはデジタル技術への抵抗感も存在します。 

o 「ドラえもん」「鉄腕アトム」 などの友好的な AI イメージが日本では普

及している一方、欧米では「ターミネーター」のような警戒感が強いた

め、日本では社会実装が比較的スムーズに進むと期待されています。 

2. 官民連携による持続的な発展 

• 教育や介護といった分野における AI の導入が 民間企業 によって進められ

ることで、政府のリソースを補完しつつ、持続可能な発展を目指します。 

• AI の導入が進んでも、労働者が不安を感じないよう、透明性のある導入プロ

セスが求められています。 

 

まとめ 
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• 教育、介護、行政 の各分野で AI を社会実装することにより、日本は労働力

不足や少子高齢化といった課題に対応し、国際競争力を高めることを目指し

ています。 

• 成功事例の積み重ね が他の自治体や組織への普及を促し、社会全体での

AI の活用を促進します。 

• 官民連携とデータ活用 による AI 社会実装の推進が、未来の日本にとって大

きな鍵を握るとされています。 

4o 

あなた: 

4. データ戦略と法制度の課題、を詳しく 

ChatGPT: 

ChatGPT 

データ戦略と法制度の課題（詳細版） 

1. データ戦略の課題 

1.1 データ共有の課題：企業の消極的姿勢 

• 日本の企業は、データを戦略資産として積極的に活用する文化が未成熟であ

り、「データを提供しても自社にどんな利益があるのか」という疑問が根強く、

データ共有に消極的です。 

• 競争領域と協調領域の分離 が課題となり、企業間での協調データ活用を促

進する枠組みが必要とされています。 

1.2 成功事例の積み重ねの必要性 

• 他企業が AI とデータ活用に成功した具体的事例を増やすことで、追随する企

業を促します。 

• 小さな成功を積み重ねることで、企業がデータ活用の価値を実感し、競争力

強化につなげることが重視されています。 

1.3 製造業を強みにしたデータ活用 
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• 日本の強みである 製造業 でのデータ活用が、AI 戦略の中心になるべきとさ

れています。 

• 日本特有の製造現場のノウハウを AI に組み込み、他国には模倣しにくいユ

ニークな競争優位を構築することが目指されています。 

 

2. 法制度の課題 

2.1 ポジティブリストの問題と規制の硬直性 

• 日本は 「ポジティブリスト方式」（法律に記載された事項のみを許可し、それ

以外は禁止）を採用しており、新技術の導入に対して柔軟性が欠けることが課

題です。 

o 新しい技術が法律で想定されていない場合、即座に 「グレーゾーン」 

に分類され、導入が遅れます。 

o 例：自動運転やドローン技術の導入が遅れたのも、ポジティブリストの

硬直性が原因です。 

2.2 ガイドラインによるアジャイルな運用 

• 法改正に時間がかかる日本では、AI 導入においては 「ハードロー（強い規

制）」 を最小限に抑え、 ガイドライン を活用して柔軟に対応する方針が採用

されています。 

o 欧州連合（EU）は AI 全体を包括するハードローを導入する姿勢です

が、日本では 既存の法律で対応 し、規制が必要な部分のみ明確に

規制を設けるアプローチを取ります。 

2.3 行政組織の改革とデジタル法制局の設立 

• デジタル法制局 の設立が進められ、技術の進展に応じて規制の見直しを行

うプロセスを構築する計画です。 

o 法律作成の段階で「この規制は技術革新を阻害する可能性があるか」

を検討し、早期の見直しを行います。 

o AI 法制局のような組織を整備し、AI が提示するリーガル判断を参考に

する運用も視野に入れています。 
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3. リスク回避文化とイノベーションの障害 

3.1 担当者がリスクを避ける傾向 

• 日本では「法律で禁止されていないが、リスクがあるためやらない」という姿勢

が見られ、担当者の慎重な判断がイノベーションの障害になっています。 

o 「失敗の許容度」が低い文化 が背景にあり、試行錯誤を伴う新技術の

導入が難しい現状です。 

3.2 小さな前例を積み重ねるアプローチ 

• アメリカでは、訴訟によって判例が積み重なることで新しいルールが形成され

ますが、日本ではそのような判例文化がありません。 

o そこで、日本では 小さな前例 を作り、それを少しずつ拡大すること

で、徐々に新しい技術導入の「道筋」を踏み固めるアプローチが推奨さ

れています。 

 

4. 国際競争力と安全保障の観点からのデータ戦略 

4.1 経済安全保障と国際協調 

• 国際社会では、AI やデータ活用が 経済安全保障 に直結しており、日本も国

際協調の中で戦略を立てています。 

o 高度な半導体技術を含む製品の輸出規制において、日本は 信頼され

る国 として位置づけられており、AI 関連技術の輸出や活用が進むと

期待されています。 

4.2 日本発の実装モデルを世界へ展開 

• 教育や介護の AI 導入における成功事例は、東南アジアや他の新興国市場に

も展開できると見込まれています。 

o 国際展開を視野に入れた実装 を行うことで、日本発の AI モデルがグ

ローバルスタンダードになる可能性があります。 

 

まとめ 
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• データ共有の促進 と ポジティブリストの柔軟化 が、AI 社会実装を加速する

ための重要な要素です。 

• ガイドラインを中心とした アジャイルな法制度運用 によって、技術革新を阻

害しないよう調整が進められています。 

• 小さな前例を積み重ねることで、担当者の慎重な姿勢を変え、実装事例を拡

大する戦略が鍵となります。 

• 経済安全保障 の文脈で日本の強みを活かし、国際協調の中で競争力を高

めるため、今後も政府と民間の協力が不可欠です。 

4o 

あなた: 

5. 人材育成とグローバル展開、を詳しく 

ChatGPT: 

ChatGPT 

人材育成とグローバル展開（詳細版） 

1. 国内における人材育成の現状 

1.1 AI 教育の大規模展開 

• 松尾豊教授が中心となり、日本国内で AI 教育の拡充が進められています。

特に東大を中心にした AI 講座は急速に拡大しており、2023 年には 12,500

人 が受講、さらに 2024 年には 2 万 5,000 人 に増加する予定です。 

• 今後数年間で 20 万人 の受講を目標としており、日本国内の大学や専門機

関での AI 教育を強化しています。 

1.2 全国の大学・専門機関への展開 

• 大学や専門機関との連携を通じて、最新の AI 技術を学べる環境を全国に整

備しています。 

• こうした教育体制は、民間企業や行政の人材育成にも貢献し、即戦力となる

人材を輩出することが期待されています。 

1.3 産学連携による実践的教育 
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• IT ベンチャー企業 と連携した教育プログラムが提供されており、理論だけで

なく実践的なスキルを持った人材を育成する取り組みが進んでいます。 

• 企業からのインターンシップ受け入れも強化され、現場に直結したスキルを学

生に習得させることが重視されています。 

 

2. グローバル展開の戦略 

2.1 東南アジアとの連携強化 

• 日本は 東南アジア地域 において AI 教育のモデルを展開し、現地の人材育

成を支援することで、国際的な影響力を高めようとしています。 

• 日本で育成された人材が、東南アジア市場で活躍し、教育やビジネス分野で

の連携を促進することが期待されています。 

2.2 海外との連携での AI 活用推進 

• グローバルな AI ネットワークの一環として、海外の教育機関や企業とも連携

し、AI の活用と普及を推進します。 

o これにより、AI 教育を受けた人材が 日本と海外市場の架け橋 とな

り、双方向の人材交流が促進されます。 

 

3. 人材の多様化と育成の課題 

3.1 IT リテラシーの向上 

• 高度な AI 教育だけでなく、社会全体での IT リテラシー向上 が課題とされて

います。特に、既存の労働力に対する教育が遅れており、再教育（リスキル）

を通じて AI を活用できる人材を増やす必要があります。 

3.2 AI 人材育成の地域格差 

• 都市部と地方との間で AI 教育の格差 が生まれないよう、オンライン教育の

普及や地方大学での教育拡充が進められています。 

3.3 女性や高齢者の活用促進 
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• AI 分野での女性や高齢者の活躍も促進されており、多様な人材が活躍できる

環境を整備することが目標とされています。 

 

4. 政府と民間の協力体制 

4.1 初期段階での政府支援 

• AI 人材育成の初期段階では、政府が教育プログラムや研究プロジェクトに支

援を提供することで、企業や教育機関がスムーズに取り組める環境を整備し

ています。 

4.2 AI 人材エコシステムの構築 

• 自民党のデジタル社会推進本部 では、AI を活用した産学連携の枠組みを整

備し、政府、企業、教育機関が協力して人材を育成するエコシステムを構築し

ています。 

o これにより、企業が求めるスキルセットを持った人材が市場に供給さ

れ、AI の社会実装が加速します。 

 

5. AI 人材育成と国際競争力の向上 

5.1 経済安全保障と人材戦略 

• 経済安全保障の観点から、AI 技術を持つ人材 を戦略的に育成し、国際的な

競争力を強化することが求められています。 

o 特に、日本は信頼される国として高度な AI 技術を提供できる体制を整

える必要があります。 

5.2 AI 人材を活用した経済成長モデル 

• 教育分野や介護分野での AI 導入の成功を世界へ展開し、日本が AI 人材の

育成と活用でリードするモデルを目指します。 

o 日本の AI 教育で育成された人材が、海外市場での成功事例を増や

し、日本の国際的な存在感を高めることが期待されています。 
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まとめ 

• 国内外での AI 人材育成 が、日本の競争力を高める鍵となっており、国内で

の大規模教育と東南アジアでの展開が進んでいます。 

• IT リテラシーの向上 や 地域間の教育格差解消 にも取り組み、多様な人材

が AI 分野で活躍できる環境を整えることが重要です。 

• 産学官連携 によるエコシステム構築が、スムーズな人材供給と AI 技術の社

会実装を促進します。 

• 経済安全保障の観点からも、信頼される AI 技術と人材を育成し、日本の国際

的な競争力を高めることが今後の課題となっています。 

4o 
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